
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































A B C D
期首引当金釧増加・当期繰入繍少当期戻入麟末引当金額（・）
（1）必要な場合には細別する（場合により，特に年金等引当金，税金引当金，譲渡
　固定資産更新引当金を明記することを要す）。
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②　企業は必要に応じ，欄を細分する。下記のB欄（増加）・C欄（減少）の
　細別を参照。
皿．一般枠の拡大
1．　B欄（増加）の細別一→当期繰入額
繰入額の配分
営業1財務1特別
2．　C欄（減少）の細別一→当期戻入額
戻入額の配分
蝶1財務1糊
　このように，引当金一覧表において，特に「一般枠の拡大」が用意され，各
種引当金繰入額と戻入額の内訳明細の表示が企図されていることは，引当金情
報の開示面の改善に役立つものとして注目される。
（1）拙稿「フランス新会計原則における財務諸表制度（1）」本誌63巻5・6合併号。
M　結　　び
　以上，新プランにおける引当金規定の内容を，特に1957年フ゜ランのそれと
の比較をとおして紹介，考察したが，いま，そこに含まれる主要な改正点とし
て注目に値する事項を整理して示すと，次のようになるであろう。
　まず第一に，新プランにおいては，減価引当金と危険・費用引当金という2
種の会計上の引当金に共通する属性として，引当金によって補填されるべき減
価または損失あるいは費用の不確定性という点が強調されていることである。
これは，特に新プランにおいて，引当金の統一的な概念規定への方向が指向さ
れていることを示すものとして注目されるところである。この点に関して，国
家会計審議会（C．N．C）の用語委員会は，プランの改訂過程において次のような
引当金の一般的定義を指示した。「引当金とは，資産項目の価値減少（減価引当
金）または将来支払期限の到来する負債の増加（損費引当金）を表わし，その性
質に関しては明確であるが，その実現に関しては不確実であり，かつすでに発
生した事象または進行中の事象のために，貸借対照表日において予測可能なも
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のの会計的確認であるω」。この定義は，新プランにはそのままの形で取り入れ
られているわけではないにしても，その基底には，こうした統一的な引当金概
念形成への方向が顕著に見受けられるように思われる。このような方向は，引
当金会計の理論性を高めるために必要であると考えられる。
　第二に，新プランでは，引当金の第三のカテゴリーとして，「法定引当金」
が新しく取り上げられている点である。これは，税法上の諸準備金をその内容
とするものであり，前記の会計上の引当金とは異質のものであるが，その税法
上の恩典を受けるためには，引当金と同一の処理が要求される点を考慮して，
「引当金」として認知されたものである。この引当金はその性質に鑑みて，貸
借対照表上，「自己資本の部」に記載されるが，これによって財政状態の明瞭
表示が従来よりも一層推進されることは明らかである。しかし他面，その繰入
額や戻入額は成果計算書上，場合により，財務成果として計上され，経常損益
の計算にかかわることがあるが，宅の点については，問題があるように思われ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　第三に，新プランでは，引当金の繰入と戻入に関する処理ないし表示につい
て，1957年プランの場合と異なり，減価引当金（棚卸資産に関するものを含む），
危険・費用引当金および法定引当金のいずれに対しても同一の手続が適用され
ることになる。特に引当金の繰入額および戻入額は，いずれの場合にも，それ
が営業，財務または特別OP・ずれの性格を示すかによって，営業損益，財務損
益，または特別損益に計上されることになる。その結果，引当金の処理と表示
に関して，統一化と簡素化がもたらされ，この面でも改善がはかられることに
なった。
　さらに，新プランでは，引当金の開示に関して，財務諸表の一つとしてその
地位が強化された附属明細書の構成要素として，引当金一覧表の作成が要求さ
れており，それによって，引当金情報の明細表示が従来よりも著しく促進され
るものと期待される。これが企業の財政内容の開示の改善に資することは論を
またないであろう。
　上述のような改正点には，EC第4号指令との調和化に由来するもののみな
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らず，従来のフランス会計制度に内在する問題点の改善要請に根ざしたものも
含まれている。
　しかし，その反面，新プランの引当金規定に重要な問題点が含まれているこ
とも，またこれを認めなければならない。特に減価引当金と危険・費用引当金
には，将来の　「損失」，とりわけ偶発損失に備えるための引当金がかなり広範
に含まれており，それに対応して，危険・費用引当金の定義に端的にみられる
ように，「（将来における）実現の不確実性」という点に，引当金の性格規定の重
点が移っていることである。これは，いまやフランスだけではなく，わが国②
をも含めた，国際的な動向であるとしても，それによって，引当金の設定根拠
がもはや発生主義や費用収益対応の原則などの損益計算原則をもってしては説
明しえなくなってきていることを認識しなけれぽならないであろう。事実，さ
きに指摘したように，新プランの注釈書では，これらの会計上の引当金につい
ても，その設定の根拠はもっぱら保守主義の原則に依拠して説明されているの
である。ここに引当金問題の新しい展開を見出さないわけにはいかない。
（1｝Comptable　1980，　p．414．
②　わが国における今回の引当金制度の改訂に含まれる問題については，とりあえず，拙稿「会計
　諸則改正と引当金問題」会計人コース18巻1号参照。
